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第3回 アジア・太平洋エコビジネスフォーラム
― 都市と産業の共生に向けて ―



開会挨拶
加藤　三郎
(川崎市国際環境施策参与 )

川崎市では深刻な公害問題から公害対策や資源循環への取組で得ら
れた技術をもとに、新しい省エネ技術を活用しての CO2 削減や廃棄物
処理の取り組みが進められている。本フォーラムは、最新のエコ技術に
関する情報やエコタウンづくりの経験、エコ政策を共有する場となってき
ており、都市と産業の共生に向けた新しい政策や取り組みを学ぶことが
できるであろう。

（ ）

　川崎市では、持続可能な社会をめざし、産業と環境が調和した持続可能な都市モデルを形成するため、国際環境施策を推進している。
これは、国連環境計画（UNEP）との連携により、市内企業の優れた環境技術や本市の環境保全の経験を活かし、工業化途上の都市の
環境対策や環境配慮への取組に貢献するものである。そこで、先進的な環境技術を情報交換の場を提供するとともに、UNEP エコタウ
ンプロジェクトの成果を共有する場として、第 3回アジア太平洋エコビジネスフォーラムを開催した。

（ ）

開催趣旨

1月 22日（月） 10:00 ～ 13:00　（川崎市産業振興会館 4階企画展示場）
（ ）

セッション1 『アジアにおけるエコタウン開発 （UNEPエコタウンプロジェクト参加都市のワークショップ）』

■ 開会挨拶　 ■
ハリ・スリニバス［UNEP IETC企画官］

■ 発　表　 ■
「政策立案を通じたエコタウンづくり―バンドン市の場合」　アントン・サナウィボウ［インドネシア　バンドン市］

　UNEP エコタウンプロジェクト参加 3 都市より、各都市の取
組や課題について紹介し、発表後、専門家を交えて活発な議論
が交わされた。
コーディネーター：ハリ・スリニバス［UNEP IETC企画官］

エコタウンプロジェクトは UNEP のイニシアティブで始められたプロ
ジェクトである。中央政府にはエコタウン形成に向けた自治体の取り組
みや、産学官（自治体）と地元住民の連携を支援する役割が期待され
ている。川崎市の取り組みは中央政府でなく自治体、企業、地域社会が
エコタウンづくりを主導した点で興味深い事例といえる。
3R（Reduce・ Reuse・ Recycle）は産業と地域社会における持続

可能な生産と消費を目指すアプローチで、廃棄物問題を解決するための
有効なツールとなるが、政策、情報、資金といった面で解決すべき課題
もある。以下、バンドン市（インドネシア）、ムンバイ市（インド）、ジャ
カルタ市（インドネシア）の各都市から課題への取り組み事例を発表し
てもらう。

：

バンドン市はインドネシア初のエコタウンとして、エコタウンコンセプ
トの普及に大きな役割を果たしている。ハイテク産業も人材も充実して
いたバンドン市の課題は産業と人をつなぐネットワークを改善することで
あった。「川崎 7原則注1」を参照しながら策定されたバンドン市エコタウ
ン計画には、中央政府、州政府と市の連携、企業の社会的責任（CSR）
の推進、ビジネスチャンスとしての包括的廃棄物管理の推進、エコタウ
ンづくりに向けた官学ネットワークの構築、地元文化が果たす役割といっ
た項目が盛り込まれている。バンドン市は現在、知識の構築、とりわけ
利害関係者間での情報共有の機会構築を図っている。今後は運輸ネット
ワークや管理体制を改善し、エコタウン開発の参加企業に補助金を提供
する等、経済産業の構築に取り組んでいく必要がある。



■ 閉会挨拶　 ■
ハリ・スリニバス［UNEP  IETC 企画官］

「市内の固形廃棄物処理におけるエコビジネスチャンス」　アキレシュ・スルジャン［インド　ムンバイ市］

1500 万人の人口を擁するムンバイ市はアジアでも最大規模の自治体
でもある。固形廃棄物は自治体が管理している。ムンバイ市は固形廃棄
物規定、コスト効率、技術的可能性の3つの基準に照らしながら埋立地
での廃棄物処理技術を決定している。埋立地スペースの効率利用、ゴミ
分別の推進と処理施設の分散化、建設廃材の管理を目的とした廃棄物
管理戦略は、短期的には環境負荷の軽減を、中期的には埋立地の最適
利用を、長期的には廃棄物処理方法を定期的に見直しエコロジカルフッ
トプリントを縮小することを目標としている。廃棄物処理活動には大きな
ビジネスチャンスが隠されている。ムンバイ市としては、都市が抱える廃
棄物問題に対し長期的視野に基づく持続可能な解決策を打ち出すこと
で、民間資金の集積と管理技術の集中化を図り、先進的エコタウンとな
ることを目指したい。

「環境の質と環境意識の関連について」　アリ・ムジブ［インドネシア　ジャカルタ市］

ジャカルタ市はコミュニティベースの開発と持続可能な環境都市開発
を通じて国際的なサービス産業都市となることを目標に掲げている。ジャ
カルタ市では環境管理体制の整備が進む一方で人口流入や都市化に伴
い、ゴミの増加が重大な問題となっている。エコ計画をよそに、なぜこ
のような問題が起こるのか。この問いに対する解を求め、ジャカルタ市
のゴミ処理システムの実効性や、市民の環境意識が環境の質に与える影
響について研究を行った。一般に人間の行動は機会と手段を認識した結
果と捉えられる。この点で政府は適切な環境規制により企業のイノベー
ションを促したり、あるいは住民の意識変革に取り組んだりすることで、
環境配慮型の行動を浸透させることができる。その際、日本の取り組み、
あるいはイノベーション――臨時ゴミ集積・処理施設や一般家庭でのゴ
ミ処理――は教訓となる。

本日の発表から、適切な情報収集活動がエコタウンづくりのポイント
となっていること、エコタウン計画に対しての行政からの支援等が重要
であること、環境に配慮した廃棄物利用はビジネスチャンスにつながる
ことなどが理解できた。
固形廃棄物を包括的に管理するには、規制や政策的枠組みが重要な

役割を担う。サービスや製品のライフサイクルやゴミの発生過程を検証
し、そこからビジネスチャンスを見出すことも重要であり、廃棄物問題へ
の取り組みには多角的アプローチが必要となる。
UNEP では、今後、ゴミの量の最小化や、地域社会が簡易な技術を

活用して問題解決が図れるよう取り組みを進めていきたい。
エコタウンの実現には教育、法制、資金が重要な役割を果たす。政

府には効果的な政策策定の面で、企業には技術開発の面で、市民社会
には教育の面で期待がかけられている。

注１：「川崎 7原則」
　地方自治体のイニシアティブ、制度整備、市民参画、資金団体との連携、地域の伝統 文化や価
値の取り込み等のアジア・太平洋地域でのエコタウン開発のための７つの原則。



環境は公共財であることを考えるならば、環境管理は政府が取り組
むべき課題であり、環境効率を改善するには市場管理を実施する必要
がある。市場管理にあたっては、①環境管理に係る社会的コストを最小
限に抑えること、②公共財の効果的な配分、③インセンティブを設ける
こと、④各主体の行動の適切な管理に注意すべきである。
排出権の配分は政府によってなされるべきで、排出許可制と環境収

容量の配分を基本構造とすべきである。配分モデルは、社会的安定の
観点からいうならば、競売型モデルが最も理想的である。
また、排出権取引において、企業の活動を監督し、汚染物質排出企業

に対しては罰則を科すのも政府の果たすべき役割である。
エコタウン開発の手法は社会的コストを最小限に抑えるためのもの

で、エコタウン開発以外の分野にも適用できる。

■ 開会挨拶　 ■
藤田　壮［東洋大学地域産業共生研究センター　センター長、国立環境研究所　研究室長］

■ 発　表　 ■
「工業団地エコ効率性評価とエマルジー分析指標」　耿　勇［中国　大連理工大学　副教授］

「自由主義経済への移行と環境管理：理論と手法――数学的観点と経済的観点から」　王　先甲［中国　武漢大学　教授、系統工程研究所　所長］

エコタウンや環境配慮型工業団地の効果性に関する評価の質を高め
るには各セクター参加型のライフ・サイクル・アセスメントが重要と
なる。リサイクル産業やゴミ処理に関し政府がリーダーシップを強め、
自治体と企業の協力が強まれば、理論的にはエネルギー利用やCO2 排
出量は 30% 削減させることができる。現在、産官学連携でそうした
取り組みを進めているところであり、また、企業、エネルギー、水資
源関連データを１つにまとめた包括的データベースの作成にも取り組
んでいる。
一方、エコタウン設備を活用することで CO2 の排出量は抑制でき

るが、同時に輸送費等が高くなるというジレンマは日本でも共通して
見られる現象である。

工業団地のパフォーマンスをどう評価するか。産業エコロジー理論
は定量化手法に欠けている。そこで「エマルジー分析 (Emergy 
analysis)」が考案された。「エマルジー」とは モノやサービスの生産
過程で使用される太陽エネルギー量を指し、エマルジー分析によりエ
コシステムの産物を定量化したり評価したりすることが可能となる。
環境指標、社会指標、経済指標といった指標を統合したのが、「エ

マルジー持続可能性指標（EISD）」で、この指標により工業団地全体
のパフォーマンスを測定する。
将来的にはエマルジー分析で工業団地の動的構造や潜在的不安定要

素を解明したいと考えている。

1月 22日（月） 14:00 ～ 17:00　（川崎市産業振興会館 4階企画展示場）
（ ）

セッション2 『都市と産業との共生（研究者、専門家によるワークショップ）』

　産業共生の実践的情報の共有 (Good Practice) とエコタウン
形成のための研究者からの情報・ツール・ガイドラインの提供
のあり方について発表がなされ、それぞれの理論をどのように
実践に移すか等について議論が交わされた。
コーディネーター：藤田　壮［東洋大学地域産業共生研究センター　
センター長、国立環境研究所　研究室長］

：



NEDO では、政府の京都議定書目標達成計画に適合するような技術
開発の導入、普及を進めている。政府は2000 年度実績の新エネルギー
供給計 1.2%（１次エネルギー総供給／構成比）を 2010 年度までに
3.2% に引き上げる目標を立てている。NEDO でも、太陽光発電、風力
発電、バイオマス熱利用において、新エネルギー供給の引き上げを目標
としている。
NEDO では、バイオマスエネルギーの利用促進のため実験事業を実

施し、省エネルギー技術の研究開発も進めている。フロンの破壊・除去
や代替物質の開発も実施しており、海外展開している。また、石炭の有
効利用を進める技術の開発も進めている。日本で開発した省エネルギー・
環境技術は、モデル事業として積極的にアジア各地で展開している。

1月 23日（火）　09:30 ～ 12:30　（川崎市産業振興会館 4階企画展示場）
（ ）

：

セッション3 『ビジネス・産業・技術（ビジネスセッション）』

■ 発　表　 ■
「アジアにおける環境保全と生産性向上」　K. D. バルドワジュ［アジア生産性機構（APO）　工業企画官］

「大連経済技術開発区の循環経済の取組」耿　勇［中国　大連理工大学　副教授］

「エネルギー・環境技術開発への取組」森本　興［新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）エネルギー・環境技術本部調整統括室長］
（ ）

　団体や企業より、先進的な環境技術及びその地域的共同利用
の事例についての取組について紹介がなされ、今後の展開につ
いての議論が交わされた。
コーディネーター：加藤　三郎［川崎市国際環境施策参与］

アジア生産性機構（APO）ではグリーン・プロダクティビティ・アプロー
チを開発し、エコシティの発展に役立ててきた。APO がエコシティづく
りで重視するのは次の 2 点。①地域社会を推進力とする点、②技術支援
により地域社会の役割を拡大させていくという点である。地元住民のオー
ナーシップもエコシティを成功させる上で重要な要素となる。
インドのナマカルでは地域住民が主体となって固形廃棄物管理、資源

管理、女性へのエンパワーメント、生産性向上への取り組みが進められ、
18ヶ月でエコシティへと生まれ変わった。こうした取り組みはすべて地
域社会の自助努力であり、結果として町の社会経済開発、雇用創出にも
貢献した。グリーン・プロダクティビティ・プロセスを導入したことで、
ナマカルはインドで初の ISO14000 認定を受けることができた。

産業振興に重要なのは環境計画と一体となった管理である。水、固
体廃棄物、エネルギーも包括的に管理されるべきである。水に関しては、
雨水の有効活用や上下水道の効率的活用といった包括的水資源管理を実
施することで団地内の水不足の問題に対応する考えである。固体廃棄物
の包括的管理においてまず重要となるのは、ゴミの分量を可能な限り減
らすことである。これは環境にやさしいクリーンな製造を意味し、エコリ
サイクリングやエコデザインを行うことを意味する。エネルギー管理では
省エネとエネルギーミックスの最適化に取り組んでいる。
プロジェクトの運営組織としては、地方政府の経済発展施策担当の下

にプロジェクト推進センター、情報管理センター、資金管理センター、
環境インキュベーターやボランティアクラブが設立される。ボランティアク
ラブとは地場産業の経営者が意見交換・交流するための場で、クラブ設
立の背景には、産業共生は政府の一方的な押し付けで実現できるもので
はなく、企業の自主的な取り組みがあってこそ成功するとの考えがある。



1月 23日（火）　13:30 ～ 16:30　（1階ホール）
（ ）

（ ）

：

セッション4 パブリックシンポジウム

■ 基調講演　 ■
「UNEP IETCの最近の活動について」Mr. Surya Prakash Chandak（スーリヤ・チャンダック）［UNEP IETC 副所長］

「川崎火力発電所の蒸気共同利用について」岩井　隆明［東京電力 西火力事業所計画部事業推進グループ マネージャー］

東京電力川崎火力発電所は最新鋭のコンバインドサイクル発電設備
（発電効率 59%）へのリニューアル工事を実施している。一方、川崎市
千鳥・夜光地区コンビナートでは、コンビナート内の各社がそれぞれボ
イラにより蒸気を作り、原料の加熱等に利用している現状があった。そ
こで、東京電力ではコンバインドサイクル発電で使用した蒸気を工場用
に再利用する大規模省エネルギー事業を平成 21 年度下期から実施する
こととした。
本事業による蒸気供給量は年間約 30 万トン、年間省エネルギー効果

は、一般家庭約 9300 世帯の年間エネルギー消費量に相当する約 1.1
万キロリットル（原油換算）と考えられる。また、一般家庭約 4600 世
帯の年間 CO2 排出量に相当する約 2.5 万トン分の CO2 削減効果が見込
まれる。

　UNEP の活動及び、PRI について紹介がなされた後、各都市
の専門家によりパネルディスカッション形式でエコタウンプロ
ジェクトにおける知識や経験についての意見交換がなされた。 
コーディネーター：加藤　三郎［川崎市国際環境施策参与］

市長挨拶
阿部　孝夫
［川崎市長］

川崎市では UNEP との連携を図りながら持続可能な都市の実現を目
指すと共に、市内企 業のすぐれた環境技術や川崎市の環境保全の経験
を活かし、工業化途上の国々の環境 対策や環境配慮の取り組みに対す
る貢献を目指している。今回のフォーラムでは、環境にやさしい街づ
くりについて共に考え、情報発信ができればと考えている。

アジア・太平洋エコビジネスフォーラムの顕著な成果を 1 つ挙げると
すれば、それは、各国都市間、さらには利害関係者の間で持続可能な
環境に関する情報を共有できたことである。そのようにして共有された
情報や意識は次に実践に移す必要がある。実践段階ではまず人材育成
（キャパシティビルディング）が重要となる。さらにノウハウ（経験・知識）

「臨海工業地帯排熱のオフライン利用への取組」中丸　正［NPO産業・環境創造リエゾンセンターエネルギーワーキンググループ  リーダー］

当センターのエネルギーワーキンググループでは、冷暖房、給湯といっ
た居住環境で利用されるエネルギーに取り組んでおり、さまざまな自然
エネルギーや再利用可能エネルギーを網羅した省 CO2 型都市の実現を
目指している。
大規模地域開発は長期事業であるため手短にできる取り組みとして、

当センターは産業排熱を公衆浴場や集合住宅の浴場で活用する「熱の
宅配便事業」に着想した。このような小規模事業で蓄積したノウハウを
大規模事業にも応用していきたいと考えている。
また、街づくり事業で発生した問題を解決するには第三者の客観性あ

る支援が必要であるため「省 CO2 型街づくりインターミディアリー」を
提唱したい。街づくり事業では地域の協力が不可欠となり、技術論より
もむしろ仕組み作りが大きな役割を果たすのではないだろうか。



■ トピックス　 ■
「PRI；UNEP FI の責任投資原則」末吉　竹二郎［UNEP FI　特別顧問、川崎市国際環境施策参与］

世界の金融では特にこの 10 年の間に責任投資原則（PRI：Principles 
for Responsible Investment）の考えが現れる等、地球環境問題への
取り組みで大きな変化が起きている。
PRIは、国連が1年かけて取りまとめた、環境や社会的責任、企業統治（グ

ローバルな視点で捉えれば、人種問題や人権問題も含む）といったカネ以
外で社会が大切にすべき要素を投資判断に組み込む原則である。この原則
が世界的に守られ、世界中の投資家が PRI に基づく投資を行えば、世界
が直面している問題はより早く、広範囲で、効率的に解決できると考えら
れる。
PRI の考案にあたっては、法的義務と、環境や社会的責任、企業統治

への取り組みとの釣り合いをどうとるかという問題が生じた。しかし、国連
が調査した結果、両者が相反するものではないとの見解が打ち出され、そ
れが大きな推進力になって、現在、PRI に署名している機関数は 150 に
のぼっている。そして、署名機関の間では、①ESG( 環境・社会･ガバナンス)
を重視する企業こそ長期的に企業的価値を高めることができるという仮説
の実践、②株価ではなく、その企業がどのように生産し、どのような消費を
求めているのかという、倫理的価値の創造に関する議論、③「アジェンダ
21」やミレニアム開発目標（MDG: Millennium Development Goals）
を通じた地球課題の解決に向けた議論が始まっている。
地球課題の解決には社会を構成する行政機関、企業、市民の力を結集

する必要がある。そのための枠組みを作ることこそが金融の新たな役割で
あり、我々はこうした金融の動きを十分に認識し、金融の力を活用する波
に乗り損じないようにしなければならない。

■ 発　表　 ■

コーディネーター：ハリ・スリニバス［UNEP IETC企画官］ Chair：Dr. Hari Srinivas, UNEP IETC

パネルディスカッション 『UNEPエコタウンプロジェクトの紹介と都市相互の経験交流の促進』

ハリ・スリニバス［UNEP　IETC企画官］
グリーンイノベーションはコスト増につながるものではなく、むしろそ

こには企業の利益増・コスト削減の可能性がある。成功の鍵を握るのは
統治、規制、教育、技術であり、意識の向上であり、資金的優遇措置
であり、これらを一体となって推進させることである。エコロジカルフッ
トプリントはエコタウンの取り組みを広げる上で重要な概念である。エコ
タウンを成功に導くには消費者の参加、そして一般市民がそれぞれの生
活スタイルを見直すことが重要となる。

アントン・サナウィボウ［インドネシア　バンドン市］
バンドン市における環境問題は依然未解決のままである。国家レベル

でエコタウンコンセプトを普及させるには、法的枠組みを整備する必要
があり、エコタウンの原則をバンドン市の現状に応用させるには、知識
の移転が求められる。さらにエコタウンの進展には市民意識の変革が必
要であり、人材育成（キャパシティビルディング）が肝要となる。とりわけ、
固形廃棄物の管理、廃棄物の有効利用、3R 原則の市場導入の分野で
川崎市やUNEPとの連携を深めていきたい。

を提供する川崎市、川崎市のノウハウを各都市の状況に適用させる
UNEP、そういったノウハウを実践に移す各都市の 3 者の連携・協力が
不可欠となる。過去 2 年の間に多くの国がエコタウンに関心を示し始め
ており、モデルとなる取り組みの必要性が高まっている。UNEP として
は川崎市をはじめとする日本のエコタウンが協力事業を通してその専門
知識や経験を共有することに期待している。エコタウンの理念・原則は、
本格的なエコタウン構想から個々の工業地帯や産業にいたるまで、さま
ざまな状況で実践可能だと考える。地球環境問題には、生産と消費の統
合、さらには持続可能な生産・消費を実現させる戦略や事業の策定といっ
た、息の長い対応が必要となる。そこでまず、製品の設計、生産、消費、
廃棄の各プロセスを網羅する製品問題に取り組む必要がある。UNEP は
そうした必要性を踏まえライフサイクルイニシアティブを実施し、製品、
プロセス、サービスのライフサイクルを管理する取り組みを進めている。



「都市と産業の共生の先進例としての川崎エコタウン」
藤田　壮［東洋大学地域産業共生研究センター　センター長、国立環境研究所　研究室長］
川崎市のエコタウンモデルは、①市民の環境意識が高く、政策の合理

的施行が可能となっている点、②さまざまな産業施設の集積により循環
型・都市共生型の21世紀型製造業モデルとなっている点、③行政・市民・
企業参加による新しい地域ガバナンスが生まれているという点において、
世界的に高い先進性を備えていると言える。
アジアのエコタウンに貢献するには持続可能なエコタウンの定義を考

える必要があり、その条件は、①環境改善と経済活動の活性化の両立、
②環境の持続可能性を包括的に考慮していること、③産業施設とその機
能を環境基盤として活用することで都市の幸せ度（Quality of Life）が
持続的に上昇することである。本フォーラムでは、自然条件・社会情勢
や経済成長に応じたエコタウン、エコシティを定義すること、すべてが
納得できる、簡単で科学的（合理的）な達成目標とアプローチを設計す
ること、さらには異なる条件でも共有できるツールと都市や地域に応じ
た方法論を仕分けることを提案したい。

NIES, Toyo Univ.
  

「第３回アジア・太平洋エコビジネスフォーラム統括」
ハリ・スリニバス［UNEP IETC企画官］
目標数値を定め目標達成に向け行動することも重要だが、同時に、現

状を把握した り、自分たちがどこに向かおうとしているのか、そのポテ
ンシャルを正確に理解した りすることがリサイクルのキーアプローチとな
り、インフォーマルセクターの力を活 用することも肝要である。また、
コンポスト化を図る上での経済的要素を勘案した上 で、たとえばバンド
ン市で行われているような廃棄物のエネルギー転換プロジェクト を推進
するのも1つの手だろう。 

UNEP IETC

耿　勇［中国　大連理工大学　副教授］
中国の環境取り組みに関しては政府機関と実践者の間に大きな溝があ

る。そこで政府機関と実践者の間で情報を共有するためのプラットフォー
ムが設けられ、対策が講じられている。中国にとってはこうした国内のプ
ラットフォームに加え、情報、知識、経験を共有するための国際的プラッ
トフォームも重要となり、今回のようなフォーラムの意義は大きいもので
ある。

アキレシュ・スルジャン［インド　ムンバイ市］
都市部住民の生活の質低下という深刻な問題を抱えるインドでは、今

こそエコタウンを導入し、環境保全活動は経済発展にプラスに作用する
との認識を高めるべきである。インドでは固形廃棄物の管理がエコビジ
ネスとして発展しつつあり、ムンバイ市では固形廃棄物管理は、①家庭ゴ
ミや都市ゴミの分別収集に係るビジネスチャンス、②市の廃品回収者によ
る人海戦術で大量のゴミ回収とリサイクルを行うビジネスチャンス、③都
市ゴミの埋め立て処分のビジネスチャンスを生み出すと考えられる。

アリ・ムジブ［インドネシア　ジャカルタ市］
環境問題は人類共通の問題として取り組まれなければならない。発展

途上国の自治体は現在、ゴミ問題に頭を悩ませているが、問題解決に向
けた取り組みには市民の参加が不可欠である。エコタウンを実現し、持
続可能な環境対応を行い、政策の一人歩きを防ぎ、政策の施行者と対象
者の調和を生み出すには、人間の行動パターンを研究することが重要と
なるだろう。

関係者によるセッション5では、本フォーラムのまとめと次回への展望にいついて話し合われた。また、翌日24日には、関係者によるスタディ
ツアーが開催され、市内の新エネルギーを利用した施設や商店街を見学し、それぞれの環境への取組が紹介された。


